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(社会保障)：老後保障と企業年金（退職金）の役割期待 

 

少子高齢化に伴い公的年金の所得代替率が低下すれば、老後保障の不足分を何らかの形で代替

する必要がある。職場から支給される退職給付（企業年金・退職一時金）は、老後の貴重な原

資となっていくであろう。一方で、老後保障として退職給付を考えた場合、近年の法改正に伴

い、給付額の不確実性が増しており、個人による対応が求められている。 

 

国民年金法等を改正する年金制度改革関連法が 2016年 12月 14日に成立した。同法では、2018

年度よりマクロ経済スライドの強化、2021年度より公的年金の給付額の賃金連動型への移行が

行われることになっている。加速する少子高齢化の中では、持続可能性を保つため公的年金の

給付額は減少していかざるを得ない。2014 年度（平成 26 年度）の公的年金の財政検証結果で

は、2014 年度の所得代替率は現在 62.7％を確保しているものの、最も楽観的なシナリオ（物

価上昇率 2.0％、賃金上昇率 2.3％）でも、2030年には 57.2％まで低下するとされている。 

 

公的保障の縮小が確実視されている中で、老後所得として退職給付（企業年金・退職一時金）

が今後重要性を増してくると考えられる。退職給付の給付額は、厚生労働省の平成 25 年就労

条件総合調査によると、勤続 35年以上の定年退職者のうち、「大学卒（管理・事務・技術職）」

2,156万円（月収換算 41.4月分）、「高校卒（管理・事務・技術職）」1,965万円（月収換算

43.8月分）となっているⅰ。老後に必要な所得が 5,000万円だと仮定すると、退職給付で 2,000

万円を賄うことが出来れば、残り 3,000万円を個人保障（貯蓄・年金保険）と公的保障の組み

合わせで賄うことは、それほど非現実的ではないだろう。 

 

図表：退職給付（企業年金）制度の主だった動き（制度設計に直接かかわる主要な項目を抜粋） 

年 内容 

1997 年 
厚生年金基金と適格退職年金の運用が弾力化され、予定利

率の引き下げ、給付減額が可能となる 

2001 年 
確定拠出年金法が施行。確定拠出年金制度への移行が可能

となる 

2002 年 

確定給付企業年金法が施行。厚生年金の代行返上、キャッ

シュ・バランス・プランへの移行が可能となる（確定給付

企業年金制度の開始） 

2009 年 
確定給付企業年金制度（厚生年金基金を含む）の給付設計

についての弾力化の実施 

2017 年 「リスク対応掛金」・「リスク分担型企業年金」の導入 

2017 年 
個人型確定拠出年金の加入対象範囲の拡大。原則 20歳以上

60歳未満のすべての国民が加入対象者へ 

 （出所）厚生労働省 WEBページの情報に基づき筆者作成 

 

しかしながら、老後所得として、各個人が『退職給付（退職金）を当てにできるのか』と考え

た場合、退職給付の給付額の不確実性が問題になってくるだろう。表に示すように 2000 年以

降、退職給付制度の設計に関する弾力化が段階的に進められていった。1997年以降、企業年金

制度の給付減額が可能になり、運用リスクを負わない確定拠出年金制度や運用リスクを軽減で

きるキャッシュ・バランス・プランなどが導入されてきた。さらに、2017年にはリスク分担型
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企業年金も導入された。リスク分担型企業年金は、積立金の変動リスクや予定利率の低下リス

クといった将来の財政悪化リスクを企業と従業員等で分担する企業年金である。 

 

2001年３月期から退職給付会計が導入され、退職給付に係る負担が財務諸表上に表面化するこ

ととなった現在において、企業経営者は退職給付のリスクに敏感になっている。こうした状況

の中で、老後保障の受け皿として退職給付制度を機能させるためには、政策的に企業が選択し

やすい制度を設ける必要がある。その一方で、弾力的な要素が強すぎれば（運用リスクを従業

員に転嫁すればするほど）、退職給付を老後保障として機能させることは難しくなる、という

パラドキシカルな状況にあるⅱ。 

 

退職給付を老後保障の柱の一つとするならば、受給権の問題を避けて通ることは出来ない。日

本の退職給付は、賃金後払、功労報償、生活保障の性質を併せ持っている。これは他の先進諸

国（特に欧米諸国）が、退職給付を賃金後払と明確に定めている点と大きな違いである。退職

給付の位置づけは、各社の労使間の申し合わせ（労働協約）によって決まってくると考えてよ

く、法律上も曖昧なままである。社会保障としての退職給付の位置づけが曖昧なまま、言い換

えれば明確な政策的な方針を定めないまま、公的年金の保障額が縮小しつつある。 

 

2017年１月から企業に勤務する従業員、専業主婦、公務員に対象が広がった個人型確定拠出年

金（Individual-type defined contribution pension plan：iDeCo）は、『老後保障の不確実

性を個人で穴埋めする』ということを示した政策であり、個人型年金制度へのシフトを表して

いる。公的年金の給付額が縮小し、退職給付も不確実（給付減額の可能性がある）な中で、国

民は各々の自己責任で老後に備えなくてはならない。 

 

ただ、自己責任の比重を大きくすることは社会保障制度を脆弱にし、社会が不安定化するリス

クもあることを忘れてはならない。そのことを如実に表しているのが生活保護の受給者世帯数

のデータである。2004年度には、全ての生活保護受給世帯に占める高齢者世帯の割合は 46.7％

になっており、高齢者の生活保護受給者が多い実態が明らかになっていた。2017年４月時点で

は、それが 52.7％にまで増加している。生活保護世帯数は 2004 年度 997,149 世帯から 2017

年４月現在 1,629,695 世帯と 1.6 倍に増加している中で、高齢者の受給割合が高まっている。

社会保障制度はすでに脆弱化しつつある。 

 

こうした現実に対応するためには、退職給付を『公的年金を補完するもの』として明確に位置

づけ、受給権（労働者に対する給付の確実性）を確保しながらも、柔軟な給付設計や税制上の

優遇措置（企業側のメリット）を拡大することで、退職給付の充実を図る必要がある。そのこ

とは自己責任（個人保障）の比重を抑制することに繋がる。もちろん、このことだけで老後保

障の問題の全てが解消されるわけではない。少子高齢化の中で持続可能な社会保障システムの

構築のために、より抜本的な改革が求められる。 

（静岡県立大学 経営情報学部 上野 雄史） 

ⅰ 「平成 25年就労条件総合調査結果の概況：結果の概要（５ 退職給付（一時金・年金）の支給実態）」 
ⅱ 退職給付（企業年金）が置かれている状況の難しさについては、「〔座談会〕企業年金の法政策的論点」 

『ジュリスト』（第 1503号、2017年３月）も参照されたい 


